
　
本
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会
計
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第
七
次
総
合
計
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に
基
づ
く
新
し
い

価
値
の
創
造
都
市
の
実
現

　
本
年
度
は
、
計
画
期
間
の
３
年
目
を

迎
え
る
第
七
次
総
合
計
画
の
着
実
な
推

進
や
、
こ
れ
ま
で
進
め
て
き
た
地
方
創

生
に
関
す
る
事
業
、
ま
ち
づ
く
り
の

キ
ー
ワ
ー
ド
で
あ
る
地
域
経
営
の
取
り

組
み
を
進
め
る
こ
と
を
基
本
と
し
て
、

未
来
に
向
か
っ
て
さ
ら
な
る
一
歩
を
踏

み
出
す
予
算
と
し
て
い
ま
す
。
事
務
事

業
の
見
直
し
や
行
財
政
運
営
の
ス
リ
ム

化
と
効
率
化
な
ど
に
取
り
組
み
な
が

ら
、
本
市
ら
し
い
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
充

実
と
財
政
の
健
全
化
を
進
め
ま
す
。

さ
ら
な
る
一
歩
を
踏
み
出
し
ま
す

新
年
度
予
算
が
決
定

　本市の会計は、市の基本的・中心的な会計であ
る一般会計と特別会計、企業会計に分かれてい
ます。特別会計は保険料など特定の収入で事業
を行い、企業会計は複式簿記を採用して事業を
行っています。

令和２年度各会計予算

会計名 当初予算 前年度予算 伸び率％
一般会計 1,443 億 2,309 万円 1,440 億 9,794 万円 0.2

特別会計

国民健康保険 333 億 4,124 万円 349 億 8,615 万円 △4.7
後期高齢者医療 44 億 1,074 万円 42 億 8,909 万円 2.8
競輪 196 億 8,750 万円 211 億 3,303 万円 △6.8
農業集落排水事業 13 億 190 万円 12 億 1,130 万円 7.5
介護保険 330 億 8,405 万円 314 億 1,755 万円 5.3
母子父子寡婦福祉資金貸付金 4,476 万円 4,112 万円 8.8
新エネルギー発電事業 1 億 3,815 万円 1 億 5,070 万円 △8.3
用地先行取得事業 1,010 万円 1,010 万円 0.0
産業立地推進事業 18 億 8,591 万円 17 億 1,821 万円 9.8

小計 939 億 435 万円 949 億 5,725 万円 △1.1

企業会計
水道事業 106 億 1,355 万円 101 億 6,387 万円 4.4
下水道事業 125 億 8,713 万円 125 億 4,731 万円 0.3

小計 232 億 68 万円 227 億 1,118 万円 2.2
合計 2,614 億 2,812 万円 2,617 億 6,637 万円 △0.1

● 

借
入
金
残
高
の
状
況

　
本
年
度
末
の
特
別
会
計
と
市
関
連
団

体
を
含
め
た
全
体
の
借
入
金
残
高
見
込

は
、
約
１
，
５
１
４
億
４
，
０
０
０
万

円
で
す
。
平
成
22
年
度
か
ら
の
10
年
間

で
４
７
３
億
円
を
縮
減
。

　
今
後
も
残
高
の
縮
減
を
図
り
、
健
全

な
財
政
運
営
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。
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※平成30年度末までは決算額、令和元年度、2年度は見込額

全体の借入金残高推移（臨財債除く）

令和２年度 当初予算額（一般会計）の内訳

市税
535.9億円
37.1%

民生費
550.0億円
38.1%

土木費
203.7億円
14.1%

公債費
153.6億円
10.6%

教育費 
138.2億円
9.6%

総務費
119.6億円
8.3%

商工費
103.8億円
7.2%

衛生費
88.2億円
6.1%

その他
86.1億円
6.0%

歳入
1,443.2億円

歳出
1,443.2億円

国庫支出金
238.4億円
16.5%

市債
154.6億円　
10.7%

地方交付税
123.0億円
8.5%

譲与税・交付金
106.4億円　7.4%

県支出金
101.9億円　7.1%

その他
183.0億円　
12.7%

歳入
 市税  ………………市民税や固定資産税、軽自動車税など
 国庫支出金  ………使い道が定めてある国の補助金や負担金など
 市債  ………………特定の事業などのために長期的に借り入れるもの
 地方交付税  ………国が使い道を定めず交付するもの
 譲与税・交付金  ……地方譲与税や地方消費税交付金など
 県支出金  …………使い道が定めてある県の補助金や負担金など
 その他  ……………広告収入や使用料・手数料など

歳出
 民生費 ……………各種福祉などの経費
 土木費 ……………道路や河川などの整備・維持、都市計画などの経費
 公債費 ……………市債の元金・利子の償還金など
 教育費 ……………学校・幼稚園、その他の教育などの経費
 総務費 ……………市の内部管理や税金徴収、支所の運営などの経費
 商工費 ……………商工業・観光振興、消費生活対策などの経費
 衛生費 ……………健康づくりやごみの処理などの経費
 その他 ……………消防費や農林水産業費、議会費など
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